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本 日 の 内 容本 日 の 内 容

１．エネルギー問題とは何か？

２．エネルギー消費の現状と将来

３．地球温暖化とCO2排出量

４．これからのエネルギーは？

５．原子力発電の原理と安全性

６．まとめ

２２



エネルギー問題とは何か？

１．エネルギー源に求められる３要件

・ 安定供給の確保

・ 地球環境への適合

・ 市場原理の活用 － 経済性

２．エネルギー需要供給の現状と将来（価格変動
含む）

３．地球温暖化とCO2排出量問題

これからのエネルギーは？
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地 球 環 境 へ の 適 合地 球 環 境 へ の 適 合
化石燃料等の使用により、地球温暖化の他に酸性雨、喘息、
光化学スモッグ等の発生が考えられる。
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エネルギー消費の現状と将来

１．世界的に見たエネルギー需要

２．国・地域的に見たエネルギー需要の推移と

見通し

３．エネルギー源別の消費の推移と見通し及び

化石燃料の可採年数

４．化石燃料の価格変動

５．我が国の一次エネルギー供給実績
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世界の人口とエネルギー消費量世界の人口とエネルギー消費量

2030年には
1.6倍と予測

2050年には
92億人と予測
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世界の国・地域別エネルギー需要の推移と見通し世界の国・地域別エネルギー需要の推移と見通し

【出典：OECD/IEA, ”World Energy Outlook 2006”】

9 世界のエネルギー需要は、アジア、中東・アフリカを中心に増大する見込みとなってお
り、2030年には2004年比で約60％、2100年には6.2倍に増加する見込み。
9 アジアでは、2030年に31億トンから62億トンに増大し，その62%は中国，インドで消費
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世界の一次エネルギー消費の現状と将来世界の一次エネルギー消費の現状と将来

中国・インド等人口超大国、新興国等の需要拡大により
世界的にエネルギー危機、資源争奪となる！
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石油はいつまで供給できるか？石油はいつまで供給できるか？

・世界の石油生産総量の８５～９０％は

１２０箇所の巨大油田から生産

・巨大油田の発見は１９６０年がピーク

世界の石油も天然ガスも生産量のピーク世界の石油も天然ガスも生産量のピーク
は近い。は近い。 ピークオイルと言われている！ピークオイルと言われている！

安くて豊富な石油時代の終焉安くて豊富な石油時代の終焉

・最近の１０年間は巨大油田の発見は殆どない

石油

天然ガス

9

石油、天然ガスの生産量の推移と予測
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化 石 燃 料 の 価 格 変 動化 石 燃 料 の 価 格 変 動
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11

（PJ) （％）

日本の一次エネルギー供給実績日本の一次エネルギー供給実績

3,40年前は
石油（70％）、
石炭、水力で
あった。

11

５０％
以下

５０％
以下



エネルギー消費の現状と将来のまとめエネルギー消費の現状と将来のまとめ

１．エネルギー消費の80％は化石燃料（石油、石炭、天然
ガス）に依存しており、この構造は簡単には変わらない。

２．化石燃料の確認埋蔵量には限度があり、一方、今後、

開発途上国の消費量は爆発的な増加が見込まれ、厳しい
資源争奪が行われている。

３．安い化石燃料の時代は終わりつつあり、特に、石油価格

において顕著である。

４．地球環境問題も含め、化石燃料の代替エネルギーが

求められているが、量的、経済的に満足できるエネルギー
はあるか？（後述）

12



地球温暖化とCO2排出量問題

１．IPCC第４次報告書の要点

２．地球温暖化の影響

３．エネルギー消費に伴うCO2排出量の推移

４．京都議定書後の国際取り決め
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IPCCIPCC第４次報告書第４次報告書WG1(WG1(自然科学的根拠）の要点自然科学的根拠）の要点

IPCC（気候変動に関する政府間パネル）は、1988年に設立された国連の組織で
地球温暖化に関する科学的・技術的・社会経済的な評価を行い、得られた知見は
政策決定者、一般の利用に供する。

しかし、二酸化炭素が主要因か？⇒自然変動要因説もあり、更には寒冷化
という説もある。科学的には論争中！― クライメイトゲート事件

1．温暖化の原因は人為起源の温室効果ガスとほぼ断定
2．2006年までの12年間は最も高い気温
3．過去100年間で0.74℃気温上昇
4．21世紀末で1.1～6.4℃気温上昇
5．海面上昇18～59ｃｍ
6．2030年までは10年あたり0.2℃気温上昇
7．熱帯低気圧が強まる
8．21世紀後半で、北極海氷消滅
9．海洋の酸性化
10．海洋、陸地とも二酸化炭素の取り込み減少
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地 球 温 暖 化 の 影 響地 球 温 暖 化 の 影 響

熱波、旱魃、山火事

多数の死者、水不足、
収穫高減少、食糧難

生態系の変化、破壊
生物種の絶滅

食糧難 マラリア感染
地域拡大

海水面上昇
～８８ｃｍ

氷河、氷床の縮小
永久凍土層の融解（夏）

居住地喪失
アジア、アフリカのデルタ
地帯、小さな島々

メタン発生

海水温上昇

台風の巨大化

海水面上昇
18～59ｃｍ

温 暖 化
（２１００年）

１．１～６．４℃
４４５～１１３０ ｐｐｍ

温 暖 化
（２１００年）

１．１～６．４℃
４４５～１１３０ ｐｐｍ

気温上昇を最小（２．０℃）にとどめる。
← 大気中CO2濃度を４４５ｐｐｍで安定化

（現在～３８０ｐｐｍ） 15



地球温暖化は起こっているか？地球温暖化は起こっているか？

地上気温の30年（1961-
1990年）平均気温との差

【出典：IPCC第三次報告書】

ツバルでの家の水没北極の氷の変化（NASA)巨大台風「カトリーナ」による被害 16



04年 30年（予測）

エネルギー消費に伴うエネルギー消費に伴うCOCO22排出量排出量

米国

中国

EU

22.1%

18.3

14.8

24.8その他

17.7

25.8

25.7

10.4

ロシア 5.8

日本 4.6

他のアジア
諸国 5.3

6.3

インド 4.2

6.6 2.9
4.7

404億2000万トン

総排出量
260億7900万トン

2004年 2030年（予測）2006年

62億トン

58億トン

17IEA 2006年予測



化石燃料等からの化石燃料等からのCOCO２２排出量と大気中の排出量と大気中のCOCO２２濃度の変化濃度の変化

２８０ｐｐｍ以下で
落ち着いていた。

2050２０５０

2050年までにCO2
濃度を450ｐｐｍ以
下に抑える

気温上昇を2℃
以下に！

CO2排出量を
50％削減

京都議定書後の
中期目標策定

目 標目 標
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削減率 基準（年）

日本 25％ 1990年

EU 20～30％ 1990年

米国 17％前後 2005年

ロシア 15～25％ 1990年

オーストラリア 5～15％（または25％） 2000年

中国 40～45％ 2005年比のGDP当たり
CO2排出量

インド 20～25％ 同上

ブラジル 36.1～38.9％ 対策を取らなかった場合の
20年時点の排出量見込み

南アフリカ 34％ 同上

主要国が提出した主要国が提出したCOCO22削減中期目標削減中期目標

2020年までに
京都議定書後（２０１３～）の対応
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地 球 温 暖 化 問 題の ま と め地 球 温 暖 化 問 題の ま と め

１．大量の化石燃料の消費により莫大なCO2が排出され、
今後も加速的に増加すると懸念されている。

２．IPCCは、温暖化の原因は人為起源の温室効果ガスの
排出によるとほぼ断定し、不可逆的な温暖化を防ぐため
には気温上昇を２℃以下に抑えることが必要であり、
このためには2050年までにCO2排出量を50~80％
削減する目標で国際的な中期目標策定の交渉が実施
されている。
（IPCC報告書に対する疑念も持ち上がっている。）

３．国際交渉は、先進国と途上国間の意見の相違、CO2
大量排出国の思惑、経済発展に及ぼす影響等の問題
があり難航している。 20



これからのエネルギーは？

１．新エネルギーへの期待は？

２．原子力発電はどの程度寄与するの？

３．化石燃料利用によるCO２は閉じ込めらるの？

４．省エネは重要

５．我が国のエネルギー政策
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新 エ ネ ル ギ ー の 定 義新 エ ネ ル ギ ー の 定 義
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太陽光・風力発電の出力変動太陽光・風力発電の出力変動

23

年間平均設備利用率
12％ 20％



我が国の太陽光発電導入量の推移我が国の太陽光発電導入量の推移
（設備容量）
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我が国の風力発電導入量の推移我が国の風力発電導入量の推移
（設備容量）
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新エネルギーの導入と課題

風力発電
山手線の3.5倍の面積（約264km2）

（１兆円）

太陽光発電
山手線一杯の面積（約67km2）

（６～７兆円）

原子力発電所一基
~1km

（3000億円）

9 CO2の排出量削減には、太陽光や風力など新エネ
ルギーの導入も非常に有効な手段
9ただし、現時点では経済性や供給安定性などの課題
が存在することも事実

各種発電（１００万ｋ各種発電（１００万ｋWW級）の比較級）の比較

2
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バイオマスエネルギーバイオマスエネルギー

¾ 建築廃材、作物残余物、間伐材、生ごみ等の燃焼
による熱利用や発電、家畜糞等の利用が主体

¾ 現在のバイオエタノール生産量は０．５億トン
（石油換算） （米国、ブラジル他）

¾ 食糧高騰、森林伐採などを伴う穀物原料の
バイオエタノールは好ましくない。
バイオ廃棄物、雑草、木材等によるバイオエタ
ノールの生産が望まれる。

⇒世界全体のエネルギー（１００億トン）の0.5％
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我が国の地熱発電の可能性我が国の地熱発電の可能性

日本の地熱発電は全国18箇所、20プラント、最
大出力53.4万ｋＷｅ、全電力の0.3％、風力＋太
陽光発電と同等。

有望な未開発
地域29箇所、約
247万ＫＷ。

現状

経産省 支援強化
開発・発電施設費補助：2割⇒３分の１

経産省試算
2020年 120万ｋＷｅ
2030年 190万ｋＷｅ
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我が国の新エネルギー導入実績と目標我が国の新エネルギー導入実績と目標

29

全体の 0.4％



スマートグリッドの導入課題
スマートグリッドとは、人工知能や通信機器を搭載した計測機器等を設置
して電力需要を自動的に調整する機能を持たせることにより、電力供給を
人の手を介さず最適化できるようにした電力網である。

課題： 新エネルギーの効率的活用方法（蓄電池、電気自動車等）、IT技術
の信頼性、コストパフォーマンス、消費者のプライバシー等
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原子力発電はどの程度寄与できるか原子力発電はどの程度寄与できるか

31

全発電電力量の約30％を供給

１．安定供給の確保
燃料のウランは、政情安定な国から輸入出来、資源量も
比較的十分に存在する。また、原子炉に一度燃料を装荷
すれば３年以上使用出来る。

２．地球環境への適合
発電過程でCO2を排出せず、 SOｘ, NOｘ, 煤塵も放出しない。

３．経済性
発電原価は化石燃料、水力、自然エネルギーと比較して最も
安価である。



電源別発電電力量の実績と見通し電源別発電電力量の実績と見通し

32
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各種電源別のＣＯ各種電源別のＣＯ２２排出量の比較排出量の比較

【出典：電力中央研究所報告書 他】

原子力は火力の1/20～
1/40, 太陽光発電の1/2

33



耐用年数 ： 40年
設備利用率 ： 80％（水力45％）
燃料価格 ：

石油 =  27.4 Î 90.7 $/ﾊﾞﾚﾙ
石炭 =  35.5 Î 76.5 $/ﾄﾝ
LNG =  2.8 Î 5.3  万円/ﾄﾝ

ウラン =  10.1 Î 95.0  $/lbU3O8

条件条件

原子力：原子力： 再処理費用、再処理設備廃止費用、再処理費用、再処理設備廃止費用、
高レベル廃棄物処理・処分費等含む高レベル廃棄物処理・処分費等含む

（鉱石）

2008年2月
（試算例のベース）

2002年度平均
（ｺｽﾄ小委のベース）
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10～24

46～60

(¥/kWh)

経済産業省
総合資源ｴﾈﾙｷﾞｰ調査会総合部会
ｺｽﾄ小委員会(2003年、2007年)
最近の電気事業者試算例（2008年）

各 種 電 源 の 発 電 原 価各 種 電 源 の 発 電 原 価
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C OC O 22 回 収 ・ 貯 蔵 技 術回 収 ・ 貯 蔵 技 術
排出されるCO2を回収し、海洋や地中に貯蔵する技術（CCS)

課題：各技術の開発、貯留地点の選択、コスト、安全性、法整備等
35



36

原子力
石油

天然ガス
石炭

太陽光
風力等

バイオ

資源量 ◎ △ ○ △ △

経済性 ◎ ○ ◎ ⇒ ○ △ △

ＣＯ２ ◎ △ × ◎ ◎

社会受容 △ ○ ○ ◎ ◎

課題
安全・安心へ
の社会受容性
廃棄物処分

資源に限界
ＣＯ２固定
技術開発

経済性・大規模
開発の限界

解決策
技術的
解決策あり

エネルギー
源は他に
シフト

技術的解決
かなり困難

中小規模分散
電源として拡大

各種エネルギーの総合評価各種エネルギーの総合評価
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エネルギー利用効率の比較エネルギー利用効率の比較
（参考） GDP当り 日本を１としての国際比較

070522 HO 37



原子力発電の積極的推進
３０～４０％程度以上
核燃料サイクルの推進
高速増殖炉の実用化を目指す

省エネルギーの充実・強化
エネルギー利用効率向上
モーダルシフト

将来の日本のエネルギー基本計画将来の日本のエネルギー基本計画

（主として「新・国家エネルギー戦略」より）

新エネルギーの着実な導入拡大
風力、太陽光発電等

イ
タ
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ア

日
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40
20 15 19
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エネルギー自給率（原子力を除く）
エネルギー自給率（原子力を含む）
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本

ド
イ
ツ

フ
ラ
ン
ス

イ
ギ
リ
ス

中

国

カ
ナ
ダ

ロ
シ
ア

ア
メ
リ
カ0

200
180
160
140
120
100

80
60
40
20

自
給
率
（
％
）

15 16

39
50

70
87 95

148

183

エネルギー自給率（原子力を除く）

エネルギー自給率（原子力を含む）

15 4
27

7

61 78
94

139

177

核燃料はごく少量で大きなエネルギーを発生、常
に３～４年分以上備蓄でき、準国産と言われる。

主要国のエネルギー自給率

化石燃料の利用
石油：依存度 50%   40%

海外権益 15%    40%
石炭：CO2回収・貯蔵等
天然ガス：シベリアパイプライン等権益確保
運輸：石油 100%    80%

電気自動車、バイオ燃料

原子力
30%

天然ガス
28%

石炭
24%

石油
10%

水力
9%

その他
1%

電源別発電電力量の割合
(2006年） 38



麻生案の真水で麻生案の真水でCOCO22排出量１５％削減内容排出量１５％削減内容

原子力, 0.84億トン
（40%）

太陽光･風力, 0.2億トン,
（10%）

火力効率アップなど
0.09億トン （4%）

最終消費削減,
0.96億トン（46%）

「原子力発電所新規建設9基、稼働率81％への向上」は全ての検討ケースの前提とされ
ていたため表面には出てきていないが、一番重要な要素であることの認識が必要である。

麻生前総理の2020年までに2005年比でCO2を15％削減するという
中期目標（2.09億トン削減）の内訳は下図に示すものであった。

原子力発電が低炭素化の切札であることが良く分かる。原子力発電が低炭素化の切札であることが良く分かる。

省エネ、エネルギー効率
向上、断熱住宅等

39



これからのエネルギーのまとめこれからのエネルギーのまとめ

２．新エネルギー、特にバイオマス、太陽光、風力、地熱は地球環境に適合し、
国産エネルギーとなるので開発、実用化は積極的に推進する必要がある。
ただし、経済性、出力不安定性などの課題の克服と共に、量的な限界を
認識する必要がある。

３．原子力は質、量、経済性の全てを満たし、長期備蓄と燃料リサイクルに
より準国産エネルギーとなり、今後も基幹エネルギーと位置づけられる。
ただし、高レベル廃棄物地層処分問題、社会受容性など解決すべき課題
は大きい。

１．化石燃料への依存度は容易に下げられず、海外からの資源確保には十分
に努める必要がある。石油、天然ガスは安定供給（オイルピーク、政情
不安定な国々）、質（地球温暖化問題）、経済性などから、熱エネルギー
源としては今後削減に努めるべきである。航空機や船舶輸送用、化学材料
用に長期確保しておくことが重要である。石炭は資源量は豊富、経済性も
あるが、地球環境適合性が問題があり、クリーンガス化やＣＯ２回収固定
化技術などの開発、実用化促進が重要となる。
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原子力発電の原理と安全性

１．原子力発電の原理

２．原子力発電の安全性

３．核燃料サイクルの重要性
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同じ

火力発電と原子力発電の相違火力発電と原子力発電の相違

ボイラの役割
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原 子 力 発 電 の 原 理 （ １ ）原 子 力 発 電 の 原 理 （ １ ）
化学エネルギーと原子力エネルギーの比較

C ＋ O2 → CO2 ＋

エ

石炭
石油
天然ガス

ウラン

原子の結びつき方
が変化するとエネ
ルギーが発生

原子の本体が
変化するとエネ
ルギーが発生

ウラン235
1グラム

石油
2,000ℓ

核分裂

ウラン235

中性子

内部エネルギーが
大きくなり変形

中性子

中性子

中性子

核分裂生成物(FP)

FP

熱エネルギー

熱エネルギー

熱エネルギー

核分裂反応を起こしやすくする
ために、中性子の速度を落とす
減速材（水）を用いる。

100万ｋWの発電所を１年間運転するために必要な燃料

ウラン236
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原 子 力 発 電 の 原 理 （ ２ ）原 子 力 発 電 の 原 理 （ ２ ）
原子力発電と原子爆弾の違い

プルトニウム爆弾では、Pu-239が
９３％以上のものが使われる。

44

臨界状態を維持

ねずみ算式な連鎖反応

、他

どちらも核分裂の
連鎖反応を利用



蒸気

蒸気出口
286℃

再循環水
出口

燃料

制御棒

制御棒駆動機構

給水入口
（冷却材入口）

216℃

再循環水
入口

シュラウド

原 子 力 発 電 の 原 理 （ ３原 子 力 発 電 の 原 理 （ ３ ）
原子炉圧力容器と燃料集合体

沸騰水型炉（７０気圧、約２８０℃）

炉心
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加圧水型と沸騰水型原子力発電のしくみ加圧水型と沸騰水型原子力発電のしくみ

加圧水型炉（PWR） 沸騰水型炉（BWR）

温度約280℃、圧力約70気圧温度約320℃、圧力約160気圧

原子炉格納容器

加圧器

制御棒

燃料

原子炉
圧力容器

冷却材
ポンプ

水

蒸
気
発
生
器

水

水

給水ポンプ

循環水
ポンプ

温排水

冷却水
（海水）

復水器

発電機タービン

蒸気

燃料

水

制御棒再循環ポンプ

圧力抑制プール水

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

給水ポンプ

循環水
ポンプ

温排水

冷却水
（海水）

復水器

発電機タービン水

蒸気

運転中 ： ２４基 ３０基

46



運転中の原子力発電所運転中の原子力発電所
A A柏崎・刈羽

泊

A志賀

敦賀 A A
＊

美浜

大飯

高浜

A島根

玄海 川内

伊方

浜岡

東海

福島第二

福島第一

女川

大間

東通 （東北）

東通 （東京）

PWR 運転プラント 24 基
PWR 建設中プラント 2 基

BWR 運転プラント 30 基
BWR 建設中ププラント 2 基
BWR設置許可申請ﾌﾟﾗﾝﾄ 1 基

Ａ： ＡＢＷＲ／ＡＰＷＲ

MWe 基数

アメリカ 102,750 103

フランス 66,020 59

日本 48,839 54

ロシア 23,550 31

ドイツ 21,370 17

韓国 11,710 20

出典）日本原子力産業会議「世界の原子力発電
開発の動向 2005年次報告」

ただし、日本は2010年3月現在のデータ（世界
全体にも反映）

世界全体 386,412 440
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我が国の原子力発電所の運転・建設状況我が国の原子力発電所の運転・建設状況



世界は原子力ルネッサンス時代世界は原子力ルネッサンス時代

（103基） 10,475.6

（59基） 6,602.0

（5４基） 4883.9

（27基） 2,319.4

（17基） 2,137.1

（20基） 1,771.6

（18基）1,342.5

（19基） 1,195.2

（11基）
900

（15基）
331.0

単位：万kW

アメリカ

フランス

日本

ロシア

ドイツ

韓国

カナダ

イギリス

中国

インド

＋３３基

１３

５４

１０

建て替え

１５６

５８

（1基） 160.0

（14基） 1,750.0

（9基） 817.0

（8基） 960.0

（10基） 930.0

（8基） 392.0

運転中
建設・計画中

（82基）
8,157.8万kW

（429基）
38,704.8万kW全世界出力

出典：日本原子力産業協会「世界の原子力発電開発の動向2006年次報告
一部改訂、追加

その他の既原子力発電国21カ国、東南アジア、
中東、アフリカ、中南米の諸国でも新設計画

～2020年
195基

20~25年
344基

世界全体

（WNA,
2010.4)
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原子力発電所の安全性（１ ）原子力発電所の安全性（１ ）

運転・保修員
の資質向上

多重防護の設計

もし異常が
発生しても

異常の拡大及び
事故への進展の防止

自動的に
原子炉を

停止する装置

異常を早期に
検出する装置

止める

さらに事故発生
に至っても

周辺への放射性物
質の異常放出防止

原子炉

格納容器

非常用

炉心冷却

装置

閉じこめる冷やす

異常の発生の防止

余裕の
ある

安全設計

フェイル
セーフ

インター
ロック

(地震対策など) (安全側へ動作) (誤動作防止) 

厳重な品質管理
入念な点検，検査

原子力
発電所の
安全性

安全確保のしくみ
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原子力発電所の安全性（２）原子力発電所の安全性（２）

放射能を閉じ込める5重の壁

沸騰水型原子炉の例加圧水型原子炉の例

4 m

燃料棒

原子炉建家原子炉建家

第5の壁

原子炉格納容器原子炉格納容器

第4の壁
第3の壁

原子炉圧力容器原子炉圧力容器

被覆管

第2の壁

ペレット

第1の壁
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原子力発電所の安全性（３）原子力発電所の安全性（３）
原子力施設周辺の環境放射線モニターリング

原子力施設を有する道府県では、
４半期ごとに評価会議を開き、審
議・評価し、すべて公表している。
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【出典：資源エネルギー庁「原子力2004」他】

0.01クリアランスレベル導出の
線量目安値（年間）

東京－ニューヨーク航空機旅行（往復）
（高度による宇宙線の増加）

0.1
0.2

国内自然放射線の差（年間）
（県別平均値の差の最大）

0.4

岐阜 神奈川

（世界平均）

2.4一人当たりの
自然放射線（年間）

ブラジル・ガラパリの
放射線（年間，大地などから）10

自然放射線 人工放射線

10

1
食物から 0.29

吸入により 1.26
（主にラドン）

大地から 0.48

宇宙から 0.39

胸部X線コンピュータ断層
撮影検査（CTスキャン）（1回）

6.9

1.0 一般公衆の線量限度（年間）
（医療は除く）

0.6

胃のX線集団検診（1回）

胸のX線集団検診（1回）

原子力発電所（軽水炉）周辺の
線量目標値（年間）
（実績は0.001ミリシーベルト未満で，
この目標値を大幅に下回っています）

0.05

放射線の量
（ミリシーベルト）

1.48
〔日本平均〕

放 射 線 と 安 全放 射 線 と 安 全
職業人の年間線量限度

５０ｍSv

1/4

1.19 0.81

愛知
1.０９

5
事故時の
めやす値

Sv（シーベルト）：放射線が人体に与える
影響を表す単位 52



53

チェルノブィリ原子力発電所の構造と事故経過

原 子力発電所の安全性 （ ４ ）原 子力発電所の安全性 （ ４ ）
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多重防護の設計

異常の発生の防止

余裕の
ある

安全設計

フェイル
セーフ

インター
ロック

(地震対策など) (安全側へ動作) (誤動作防止) 

もし異常が
発生しても

異常の拡大及び
事故への進展の防止

自動的に
原子炉を
停止する装置

異常を早期に
検出する装置

止める

さらに事故発生
に至っても

周辺への放射性物
質の異常放出防止

原子炉

格納容器

非常用

炉心冷却

装置

閉じこめる冷やす

なし急速で信頼性
高い停止系 ：
不十分

自動作動を
切って運転

「制御棒30本以上を
中間位置まで挿入」
が条件であったが、
インターロックなし

計画を下回る低出力で
運転―不安定になるた
め連続運転は禁止され
ていた。

チ ェ ル ノ ブ ィ リ 事故 と多重防護チ ェ ル ノ ブ ィ リ 事故 と多重防護

原 子 力 発 電 所 の 安 全 性 （ ５ ）原 子 力 発 電 所 の 安 全 性 （ ５ ）

安全文化の欠如
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核 燃 料 サ イ ク ル核 燃 料 サ イ ク ル
¾ 「核燃料サイクル」とは、原子力発電所の使用済燃料を再処理することに
より取り出したウランとプルトニウムを再利用すること。

Pu239 は U238＋n→U239→Np239→Pu239で生成
¾ 限りあるウラン資源を有効利用し、エネルギーの安定確保に貢献。
¾ 放射性廃棄物の量を減らすことができる。

再処理工場
（青森県六ヶ所村)

ＭＯＸ燃料工場中間貯蔵施設
（青森県むつ市)

ＭＯＸ燃料

原子力発電所
（軽水炉）

使
用
済
燃
料

高
速
増
殖
炉
使
用
済
燃
料

原子力発電所
（高速増殖炉）

高速増殖炉用
再処理工場

MOX燃料

ウラン・
プルトニウム

ウラン・
プルトニウム

高速増殖炉用
燃料工場

プルサーマル

高レベル放射性廃棄物

ウラン鉱山 燃料製造工程
（濃縮等）

ウラン燃料

天然ウラン
鉱石

高レベル放射性廃棄物
最終処分施設

軽水炉
サイクル
［現在］

高速増殖炉
サイクル
［将来］

（青森県六ケ所村)
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原子力発電所で使用した使用済燃料中には，有用成分（プルトニウム，

ウラン）が含まれており、このうち、プルトニウムを分離・抽出・加工し，
再度，軽水炉（熱中性子炉：サーマル・リアクター）で利用することを
プルサーマル（我が国の造語）という。

プ ル サ ー マ ル と はプ ル サ ー マ ル と は

ウラン炉心

ウラン
約70%

プルトニウム
約30%

100

80

60

40

20

0

炉
心
全
体
で
の
発
電
割
合
（％

）
初期※ 末期

約1年間の運転期間

1/4MOX炉心
100

80

60

40

20

0

炉
心
全
体
で
の
発
電
割
合
（％
）

初期 末期
約1年間の運転期間

※約1年間の運転毎に、炉心の燃料の約1/5から1/4を新燃料に取り替えるが、残りは
継続使用するため、ウラン炉心の運転初期でも燃焼して生成したプルトニウムを含む
燃料が存在している。

ウラン
約50%

プルトニウム
約50%
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原子力発電に関するまとめ原子力発電に関するまとめ

１．原子力発電の原理は、原子本体の核分裂に伴って発生
するエネルギーを利用するもので、少量のウラン、プルト
ニウムから莫大なエネルギーが得られ、この過程でCO2
を発生しないクリーンなエネルギーである。

２．チェルノブィリ原子力発電所事故は特異な事故で、日本
や西欧にない型であり、安全規制も厳しくしている国では
同様な規模の事故を想定する必要はないであろう。

３．化石燃料の枯渇への懸念、地球温暖化問題から世界各国
は、原子力利用に向け、ルネッサンス時代を迎えている。

４．ウラン資源を有効に活用する視点から燃料をリサイクル
して用いる核燃料サイクルは重要である。
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１．世界のエネルギー問題は、開発途上国の旺盛
な需要、化石燃料枯渇の危惧、価格高騰、資源
ナショナリズム等により各国とも安定な供給が
見通せない状況になってきている。

２．一方、化石燃料の大量消費に伴う二酸化炭素の
排出による地球温暖化に起因し、異常気象、農作
物不作、海面上昇による居住地喪失、水不足等
が加速することが予想される。
このため、２０５０年には二酸化炭素排出量の
半減等が国際的に話し合われている。

結 論結 論
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３．風力、太陽光発電等再生可能エネルギーの導入
拡大を図るべきであるが、低炭素の基幹エネル
ギーとなるものは、原子力発電以外は考えられず、
国際的に原子力ルネッサンス時代を迎えている。

４．我が国においても国民の理解を得つつ、原子力
発電を積極的に推進する方針である。また、使用
済燃料を再処理して抽出したプルトニウムとウラン
を再度原子力発電に利用する核燃料サイクルは、
貴重なウラン資源を有効に 活用することであり、
特に、エネルギー資源小国の我が国に おいては
希求すべきことである。

結結 論論 （ つづ き ）（ つ づ き ）



人間が地球と共生する住みよい社会を人間が地球と共生する住みよい社会を

創造するには、エネルギー・環境問題を創造するには、エネルギー・環境問題を

真剣に考え、その解決策の柱となる原子真剣に考え、その解決策の柱となる原子

力について正しい認識が必須となり、力について正しい認識が必須となり、

そのための教育は益々重要になります。そのための教育は益々重要になります。

皆様の今後の活躍に大いに期待します。皆様の今後の活躍に大いに期待します。
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